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平成２９年６月１日現在の障害者の任免状況の再点検結果について

国、地方公共団体は障害者の雇用促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）第 40

条に基づき、地方公共団体の任命権者は、毎年、障害者任免状況通報書（以下「通報書」

という。）により、障害者である職員の任免に関する状況を厚生労働大臣に通報しなけれ

ばならないこととされています。

今般、国の行政機関において、障害者雇用義務制度の対象となる障害者の範囲に誤りが

見られたことから、平成２９年６月１日現在の通報書の内容について再点検を実施し、そ

の結果が、本年８月２８日に公表されたところです。

当市におきましても、群馬県労働局長から平成２９年６月１日現在の障害者任免状況の

再点検実施及び報告について通知があり、再点検を実施したところ、一部に誤りがあった

ため、下記のとおり修正をして群馬県労働局へ報告することとしました。その結果をご報

告するとともにお詫び申し上げ、再発防止に努めます。

記

修正内容：

項 目 訂 正 前 訂 正 後

職 員 数 ３８２人（うち対象者３２８人） ４１９人（うち対象者３６４人）

障 害 者 数 ７人（換算１１人） ５人（換算９人）

実 雇 用 率 ３．３５％（１１/３２８） ２．４７％（９／３６４）

※法定雇用率２．３％

修正理由：・職員数について、これまでいわゆる常勤職員のみを対象としていたが、地方

公務員法上の任用形式（常勤、非常勤）を問わず、条件に該当する場合は、

常勤以外の職員を算入することとした。

・対象障害者として計上していた７名のうち２名は、健康診断の結果に基づき

計上していたため、これを減じた。
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